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～「消費」に代えて「ケア」を社会的価値とした～「消費」に代えて「ケア」を社会的価値とした
国民生活と社会戦略に向けて～国民生活と社会戦略に向けて～
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「情報社会」と「産業社会」「情報社会」と「産業社会」

報告者は報告者は9090年代半ばより、インターネットや移動体通信など新年代半ばより、インターネットや移動体通信など新
たな情報メディア技術の普及と社会・文化との関係について、たな情報メディア技術の普及と社会・文化との関係について、
社会学・文化人類学的観点から研究社会学・文化人類学的観点から研究

いわゆる「情報社会」の問題は、産業社会の歴史文化的展開といわゆる「情報社会」の問題は、産業社会の歴史文化的展開と
いう文脈の中で考えられることが必要と認識（いう文脈の中で考えられることが必要と認識（1010年単位での社年単位での社
会文化変動の視点の必要性）会文化変動の視点の必要性）

「産業社会」：分業化、専門化により、効率的に多種多様な財や「産業社会」：分業化、専門化により、効率的に多種多様な財や
サービスを生産し、それらの財、サービスを市場で交換、消費サービスを生産し、それらの財、サービスを市場で交換、消費
することで、互いの便益を高めるシステムすることで、互いの便益を高めるシステム

「組織」：分業化、専門化により、効率的に多種多様な財やサー「組織」：分業化、専門化により、効率的に多種多様な財やサー
ビスを生産・流通・販売するための社会的単位ビスを生産・流通・販売するための社会的単位

「市場」：汎用的で蓄積可能な「貨幣」を媒介とすることにより、「市場」：汎用的で蓄積可能な「貨幣」を媒介とすることにより、
原理的には売り手と買い手が互いの社会経済的地位などに関原理的には売り手と買い手が互いの社会経済的地位などに関
係なく無差別に、匿名性のもと交換を行うことが可能係なく無差別に、匿名性のもと交換を行うことが可能
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PISPISととPACSPACS
「働くこと」：生産「働くこと」：生産――消費ゲームの拡大発展にとって消費ゲームの拡大発展にとって
重要なルールが、ゲームに参加するための貨幣を、重要なルールが、ゲームに参加するための貨幣を、
諸個人は基本的に「働くこと」を通して獲得するとい諸個人は基本的に「働くこと」を通して獲得するとい
うことうこと
自動化が進み、様々な業務がロボットや知的エー自動化が進み、様々な業務がロボットや知的エー
ジェントにより可能となったとしても、消費ゲームのジェントにより可能となったとしても、消費ゲームの
「原資」を獲得する手段は「労働」という認識は容易「原資」を獲得する手段は「労働」という認識は容易
にはなくならないだろうにはなくならないだろう
それ以外の手段が社会制度的に創出されたときこそれ以外の手段が社会制度的に創出されたときこ
そ「ポスト産業社会」（そ「ポスト産業社会」（PIS: PostPIS: Post--industrial industrial 
SocietySociety））
現代は、現代は、PISPISではなく、ではなく、PACS (Post Advanced PACS (Post Advanced 
Consumer SocietyConsumer Society「ポスト高度消費社会」「ポスト高度消費社会」) ) 
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PACSPACSとしての情報ネットワーク社会としての情報ネットワーク社会

情報ネットワーク、デジタル経済の内在的特情報ネットワーク、デジタル経済の内在的特
性性

高度消費社会が飽和した段階における産業高度消費社会が飽和した段階における産業
経済の特性経済の特性

PACS PACS においてどのような社会を目指すのかにおいてどのような社会を目指すのか

に関する社会的意思決定に関する社会的意思決定

⇒⇒以上の以上の33つが組み合わされることにより、「情つが組み合わされることにより、「情

報ネットワーク社会」が生成する報ネットワーク社会」が生成する
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主要先進国に共通する課題主要先進国に共通する課題

市場・組織の流動性の拡大、市況・景気・需要の高い市場・組織の流動性の拡大、市況・景気・需要の高い
不透明感、予測不確実性不透明感、予測不確実性

産業構造におけるサービス業の拡大、製造業、農林産業構造におけるサービス業の拡大、製造業、農林
水産業の均衡あるいは減少水産業の均衡あるいは減少

パートタイム、派遣社員、アルバイトなど、非正規雇パートタイム、派遣社員、アルバイトなど、非正規雇
用形態の大幅な増加用形態の大幅な増加

若年層を中心にした失業の深刻化若年層を中心にした失業の深刻化

一方で多国籍企業を初めとする企業の巨大化、合一方で多国籍企業を初めとする企業の巨大化、合
併・買収がありながら、他方で、企業組織のフラット化、併・買収がありながら、他方で、企業組織のフラット化、
ネットワーク型組織、ベンチャー、ネットワーク型組織、ベンチャー、SMESME（小規模・中規（小規模・中規
模企業）の重要性模企業）の重要性
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「高度消費社会の飽和」と「高度消費社会の飽和」と
消費・雇用の危機消費・雇用の危機

モノ・サービスは多様化し、消費が成熟化モノ・サービスは多様化し、消費が成熟化

技術的革新や新たな機能、より優れた機能の研技術的革新や新たな機能、より優れた機能の研
究開発を絶えず追求し、新たな記号化、情報環境究開発を絶えず追求し、新たな記号化、情報環境
の構築を不断に模索することで、ようやく生産に見の構築を不断に模索することで、ようやく生産に見
合う需要が生じる合う需要が生じる

日本経済は、既存の様々な産業分野において、強日本経済は、既存の様々な産業分野において、強
力な生産技術、商品開発力、販売力をもっている力な生産技術、商品開発力、販売力をもっている
が、それでも消費の成熟化、飽和を乗り越え成長が、それでも消費の成熟化、飽和を乗り越え成長
と雇用を生み出すまでの強さはないと雇用を生み出すまでの強さはない
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基本的需要が満たされた社会での基本的需要が満たされた社会での
過剰な生産能力過剰な生産能力

多品種少量生産にも十分に対応できる生産能力、多品種少量生産にも十分に対応できる生産能力、
柔軟性の高い商品化能力、技術開発力、流通能力、柔軟性の高い商品化能力、技術開発力、流通能力、
販売能力、いずれも市場に過剰に存在販売能力、いずれも市場に過剰に存在

したがって、どの商機がいつ訪れるのか不確実であしたがって、どの商機がいつ訪れるのか不確実であ
り、需要が拡大したときにそれを逃さず、ブームがり、需要が拡大したときにそれを逃さず、ブームが
去ったときに過剰生産を回避できるように決断する去ったときに過剰生産を回避できるように決断する
俊敏さとそれを実行できる組織力が求められる俊敏さとそれを実行できる組織力が求められる

正社員として雇用することへの躊躇、未熟練労働力正社員として雇用することへの躊躇、未熟練労働力
を雇用し育てることに投資する余裕がなくなるを雇用し育てることに投資する余裕がなくなる⇒⇒非非
正規型雇用の拡大、若年層での失業率拡大正規型雇用の拡大、若年層での失業率拡大
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Service Economy Service Economy TrilemmaTrilemma

Torben Iversen and Anne Wren ‘Equality, Employment, and Budgetary 
Restraint: The Trilemma of the Service Economy’ World Politics, July 1998

失業率・雇用創出 

政府財政 

所得格差 

アメリカ型ネオ・リ

ベラリズム 

北欧型福祉資本主義 

ドイツ型キリスト

教民主主義 
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アメリカ型ネオ・リベラリズムアメリカ型ネオ・リベラリズム

雇用や賃金から、保険や医療といった分野まで雇用や賃金から、保険や医療といった分野まで
サービスとして市場原理にまかせるサービスとして市場原理にまかせる

最低賃金、医療保険などの保証もせず、単純に労最低賃金、医療保険などの保証もせず、単純に労
働市場での需給関係に任せる働市場での需給関係に任せる

社会扶助は極端な貧困層や弱者に限られ、しかも社会扶助は極端な貧困層や弱者に限られ、しかも
NGONGO、、NPONPO、寄付などに期待する、寄付などに期待する

財政負担は少ない財政負担は少ない

雇用はピンからキリまで派生することで多様な雇雇用はピンからキリまで派生することで多様な雇
用機会がうみだされるが、所得格差は拡大用機会がうみだされるが、所得格差は拡大
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ドイツ型キリスト教民主主義型ドイツ型キリスト教民主主義型

産業別組合などの力が強く、生産性の向上が明産業別組合などの力が強く、生産性の向上が明
確ではないにも関わらず、賃金を比較的高い水確ではないにも関わらず、賃金を比較的高い水
準に保つメカニズムが強く働く準に保つメカニズムが強く働く

雇用や賃金、社会保障に関して労使による自主雇用や賃金、社会保障に関して労使による自主
的管理が行われるため、有職者における所得格的管理が行われるため、有職者における所得格
差は広がらず、財政も過度に介入をしないが、反差は広がらず、財政も過度に介入をしないが、反
面雇用創出力は強くないため、無職者の保護は面雇用創出力は強くないため、無職者の保護は
少なく、長期的な失業が増える少なく、長期的な失業が増える
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北欧型社会民主主義北欧型社会民主主義

政府が社会的サービス部門を拡大し、積政府が社会的サービス部門を拡大し、積
極的に雇用を創出すると同時に、所得の極的に雇用を創出すると同時に、所得の
再分配にも関与再分配にも関与

社会保障を市民に共通の「ユニバーサル社会保障を市民に共通の「ユニバーサル
サービス」と捉えるサービス」と捉える

雇用と一定水準以上の所得が広範に確保雇用と一定水準以上の所得が広範に確保
されるが、財政に大きな負担されるが、財政に大きな負担
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情報ネットワーク化以前の情報ネットワーク化以前の
物理的時空間における産業経済物理的時空間における産業経済
活動を構造化する活動を構造化する22つの原理つの原理

1.1. 「時間とコストは距離と大きさに比例する」（産業「時間とコストは距離と大きさに比例する」（産業
経済活動が行われる場の特性）経済活動が行われる場の特性）

2.2. 「価値や情報はモノに体化され（「価値や情報はモノに体化され（embodiedembodied）流）流
通する」（後者は流通する財がもつ特性）通する」（後者は流通する財がもつ特性）

⇒⇒モノや情報は「地理的隣接性」にしたがって循モノや情報は「地理的隣接性」にしたがって循
環し集積する傾向（「地域経済」）環し集積する傾向（「地域経済」）
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モノに体化され流通する必要がモノに体化され流通する必要が
あった情報・知識あった情報・知識

研究開発、マーケティング、商品開発、販売促進活研究開発、マーケティング、商品開発、販売促進活
動など情報・知識集約的部門は、企業にとって「コア動など情報・知識集約的部門は、企業にとって「コア
コンピタンス」であると同時に、高度なフレキシビリコンピタンス」であると同時に、高度なフレキシビリ
ティもまた求められるティもまた求められる

情報ネットワークが企業活動に十分組み込まれてい情報ネットワークが企業活動に十分組み込まれてい
ない段階では、これらの活動は、図面、企画書、書ない段階では、これらの活動は、図面、企画書、書
類、調査報告書、アンケートデータ集計表、模型、試類、調査報告書、アンケートデータ集計表、模型、試
作品といった形で「モノに体化され流通」する必要作品といった形で「モノに体化され流通」する必要

そのため、たとえアウトソーシングやコンサルティンそのため、たとえアウトソーシングやコンサルティン
グを活用するにしても、物理的な時間と距離の制約グを活用するにしても、物理的な時間と距離の制約
から解放されることは困難から解放されることは困難
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ProximityProximity（隣接性）の変容と（隣接性）の変容と

タスクモビリティタスクモビリティ

「「ProximityProximity （隣接性）」概念が「地理的隣接（隣接性）」概念が「地理的隣接

性」から「ネットワーク隣接性」に性」から「ネットワーク隣接性」に

「ネットワーク隣接性」による産業経済集積「ネットワーク隣接性」による産業経済集積

「タスクポータビリティ」「タスクモビリティ」「タスクポータビリティ」「タスクモビリティ」⇒⇒
「アウトソーシング」から「オフショアソーシン「アウトソーシング」から「オフショアソーシン
グ」「テレトレイド・テレポーティング・ネットグ」「テレトレイド・テレポーティング・ネット
ワーク移民」ワーク移民」
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付加価値のネットワーク隣接性による付加価値のネットワーク隣接性による
集積集積

原材料調達原材料調達⇒⇒生産工程生産工程⇒⇒流通過程・在庫流通過程・在庫
管理管理⇒⇒販売販売

研究開発・マーケティング（市場調査）研究開発・マーケティング（市場調査）⇒⇒商商
品開発品開発⇒⇒営業・広報・販促活動営業・広報・販促活動

いずれの側面においても、価値連鎖を情報いずれの側面においても、価値連鎖を情報
ネットワークによりコントロールするところにネットワークによりコントロールするところに
富（付加価値）が集中する傾向富（付加価値）が集中する傾向

「ネットワーク隣接性」（「ネットワーク隣接性」（Network Network 
Proximity)Proximity)による世界システムの再編？による世界システムの再編？
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世界システムの再編成世界システムの再編成

社会経済

的水準 

産業国 

途上国 
労働力・商

品・サービス 

投資・技術 

製造業における現地生産モデル製造業における現地生産モデル

社会経済

的水準 

産業国 

途上国 
移民 

仕送り 

工業化社会における「移民」のあり方工業化社会における「移民」のあり方

 

ワイヤード

された世界 

社会経済

的水準 

産業国 

サイバー

スペース 

オフショア

ソーシング 

途上国 

ワイヤード／アンワイヤードに

よる分水嶺（デバイド） 

アンワイヤード

された世界 

ネットワーク社会における世界システム再編ネットワーク社会における世界システム再編

成の方向性成の方向性
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第三の産業分水嶺としての第三の産業分水嶺としての
デジタルデバイドデジタルデバイド

第一の産業分水嶺＝フォーディズム第一の産業分水嶺＝フォーディズム

19501950--60s 60s 少品種大量生産にもとづ少品種大量生産にもとづ

く大衆消費社会く大衆消費社会

第二の産業分水嶺＝第二の産業分水嶺＝FlexibilityFlexibility （流動性・柔（流動性・柔
軟性）（軟性）（PostPost--FordismFordism, Neo, Neo--FordismFordism))

19701970--80s 80s 多品種少量生産にもとづ多品種少量生産にもとづ

く高度消費社会く高度消費社会
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産業社会における歴史的画期としての産業社会における歴史的画期としての
デジタル分水嶺（デジタルデバイド）デジタル分水嶺（デジタルデバイド）

第三の産業分水嶺＝「サービス経済」「脱工業第三の産業分水嶺＝「サービス経済」「脱工業
化」の進展＋デジタル経済の特性化」の進展＋デジタル経済の特性

19901990--2000s2000s？？ PACS (Post PACS (Post 
Advanced Consumer SocietyAdvanced Consumer Society：ポ：ポ
スト高度消費社会）スト高度消費社会）

労働・雇用・富とリスクの産出と分配の変化。それ労働・雇用・富とリスクの産出と分配の変化。それ
に伴う新たな社会階層編成に伴う新たな社会階層編成
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日本社会の現状日本社会の現状

「スイス型「スイス型『『引退国家引退国家』』への道」への道」 ？？
（（Newsweek AsiaNewsweek Asia--Pacific Edition, Pacific Edition, 
May 10, 2002)May 10, 2002)
巨額の長期累積債務、少子高齢化の進展、巨額の長期累積債務、少子高齢化の進展、
中国の経済力拡大など、日本社会は、社中国の経済力拡大など、日本社会は、社
会システム総体として内憂外患に直面して会システム総体として内憂外患に直面して
おり、長期的に見て「世界第二の経済大おり、長期的に見て「世界第二の経済大
国」から「極東の一島国」へと衰退する可能国」から「極東の一島国」へと衰退する可能
性も否定できない状況性も否定できない状況

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 20

「曙化」する人口構成「曙化」する人口構成
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高い現状満足と将来への不安高い現状満足と将来への不安
 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

東京 

シリコンバレー 

ストックホルム 

上海 

ソウル 

子ども世代 同じ どちらかといえば自分世代 自分世代 どちらかといえば子ども世代

NTTデータ・技術開発本部・RISS（システム科学研究所）との協
働調査の結果（1997年）

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 22

考えることの放棄考えることの放棄

1.92.02.23.2 5.1 9.3 10.6 65.8

3.22.11.12.1 5.3 9.0 11.7 65.4

4.0 3.4 4.6 4.4 11.8 6.6 23.4 41.7

9.6 5.0 13.0 7.6 16.6 21.9 9.3 16.9

4.9 7.5 5.6 19.3 11.1 16.7 14.1 20.7

3.32.0 4.2 7.8 5.2 17.3 17.6 42.7

4.4 4.4 12.2 2.8 17.5 15.9 11.9 30.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本（00）

東京（00）

東京（97）

シリコンバレー（97）

ストックホルム（97）

上海（97）

ソウル（97）

人生実現の人 人生設計の人 人生プロセスを考える人 人生を守る人

人生を夢見る人 分類不能 人生を考える人 人生を考えない人

NTTNTTデータ・技術開発本部・データ・技術開発本部・RISSRISS（システム科学研究所）との協（システム科学研究所）との協
働調査の結果（働調査の結果（19971997年・年・20002000年）年）
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日本社会が立ち竦む理由日本社会が立ち竦む理由

現状に対する高い満足感と「日本社会は現状に対する高い満足感と「日本社会は
今後これ以上よくはならない」という未来に今後これ以上よくはならない」という未来に
対する悲観的予測から変化を拒む社会的対する悲観的予測から変化を拒む社会的
心理心理

再分配経済が相対的に低いという政治経再分配経済が相対的に低いという政治経
済的構造要因とそれに伴う「済的構造要因とそれに伴う「わわたくしごとたくしごと
（私事）化」「パブリックなもの（公）に対する（私事）化」「パブリックなもの（公）に対する
判断停止」という社会文化的態度の拡大判断停止」という社会文化的態度の拡大

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 24

PACSPACSににおける政府の役割おける政府の役割
1.1. 富（付加価値）富（付加価値）
2.2. リスクリスク
3.3. （（AmartyaAmartya SenSen的意味における）的意味における） CCapabilityapability（潜在能力）・（潜在能力）・

Human DevelopmentHuman Development（人間開発）（人間開発）

この３つの要素の産出と分配に関して、「国家」という「社会この３つの要素の産出と分配に関して、「国家」という「社会
的境界域」的境界域」 （「最大多数の最大幸福」原理が機能する母体）（「最大多数の最大幸福」原理が機能する母体）
は、その有効性を失うことはないは、その有効性を失うことはない
また、国家を単位とした「国際競争力」「相対的比較優位性」また、国家を単位とした「国際競争力」「相対的比較優位性」
が、それぞれの社会の成員の生活水準を強く規定することもが、それぞれの社会の成員の生活水準を強く規定することも
続くだろう続くだろう
「高度消費社会の飽和」「サービス経済化」に伴う構造的変「高度消費社会の飽和」「サービス経済化」に伴う構造的変
化と情報ネットワークがそこで果たす役割化と情報ネットワークがそこで果たす役割を考慮に入れると、を考慮に入れると、
「リスク」と「人間開発」こそ、「リスク」と「人間開発」こそ、PACSPACSにおける政府が積極的ににおける政府が積極的に
政策立案・執行・執行監視・事後評価に関わるべき政策立案・執行・執行監視・事後評価に関わるべき
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Risk SocietyRisk Society
不確実性（不確実性（uncertaintyuncertainty）：未来は本質的に不確）：未来は本質的に不確
実性を含む実性を含む

リスク（リスク（riskrisk）：）：11）どのような被害・損失が起きるの）どのような被害・損失が起きるの
か、か、22）その生起確率、）その生起確率、33）被害の規模（）被害の規模（””risk risk 
triplettriplet””）により定義される）により定義される

「外的リスク（「外的リスク（external riskexternal risk）」に対する「人工的リ）」に対する「人工的リ
スク（スク（manufactured riskmanufactured risk）」）」 の増大の増大
「リスク（「リスク（riskrisk）」と「危険（）」と「危険（dangerdanger）」：未来におきる）」：未来におきる
損失・被害の原因を、「現在における自らの意思損失・被害の原因を、「現在における自らの意思
決定」に帰属させる＝決定」に帰属させる＝””riskrisk””、「外在的要因」に帰、「外在的要因」に帰
属させる＝属させる＝““dangerdanger””

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 26

再帰的リスク管理こそ政府の機能再帰的リスク管理こそ政府の機能

「未来からみた現在」（＝未来においてすでに何らか「未来からみた現在」（＝未来においてすでに何らか
のかたちで確定されてしまっているであろう、未来かのかたちで確定されてしまっているであろう、未来か
ら見た過去としての現在）の拡大（シミュレーション・ら見た過去としての現在）の拡大（シミュレーション・
予測技術の革新、科学技術・社会的コントロールの予測技術の革新、科学技術・社会的コントロールの
拡大）拡大）
dangerdangerををriskriskに変換する技術の拡大に変換する技術の拡大
再帰性（再帰性（selfself--reflexivityreflexivity）に基づく社会）に基づく社会
PACSPACSにおいては、社会の流動性、不確実性が高まにおいては、社会の流動性、不確実性が高ま
るがゆえに、政府こそ、高い再帰性、るがゆえに、政府こそ、高い再帰性、dangerdanger⇒⇒riskrisk
変換技術を身につけ、社会の大きな方向性、具体的変換技術を身につけ、社会の大きな方向性、具体的
な進路・選択肢、そのリスク評価を提示する機能を担な進路・選択肢、そのリスク評価を提示する機能を担
うべきうべき
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現代日本社会にとってマネジすべき現代日本社会にとってマネジすべき
「リスク」「リスク」

現在の日本社会にとって、ここで定義したような意味現在の日本社会にとって、ここで定義したような意味
での「リスク」としてとりわけ重要なのが、少子高齢での「リスク」としてとりわけ重要なのが、少子高齢
化、化、PACSPACS化にともなう、年金、医療、介護、労働流化にともなう、年金、医療、介護、労働流
動性、女性の社会進出、育児、といった「社会的動性、女性の社会進出、育児、といった「社会的
サービス」関連（重要なのは、これらは「消費」を軸にサービス」関連（重要なのは、これらは「消費」を軸に
した経済ではなく、「ケア」を軸にした経済である点）した経済ではなく、「ケア」を軸にした経済である点）
より少ない生産年齢人口でより多くの高齢者を支えより少ない生産年齢人口でより多くの高齢者を支え
るためには、日本社会は高い付加価値を生み出するためには、日本社会は高い付加価値を生み出す
人的資源と産業構造を必要人的資源と産業構造を必要⇒⇒PACSPACSに対応した人に対応した人
材育成、潜在能力、人間開発アプローチが重要材育成、潜在能力、人間開発アプローチが重要
上記の「リスク」「人間開発機会」は、社上記の「リスク」「人間開発機会」は、社会的に比較会的に比較
的均等に分配されるべき（できれば、的均等に分配されるべき（できれば、entitlemententitlement
アプローチをとるべき）と考えるアプローチをとるべき）と考える

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 28

「消費」に代えて「ケア」を社会的価値と「消費」に代えて「ケア」を社会的価値と
した「ハイエンド社会」（国際的に尊敬とした「ハイエンド社会」（国際的に尊敬と
憧憬を獲得しうる社会）に向けて憧憬を獲得しうる社会）に向けて

付加価値創出構造の変革に対応した就労付加価値創出構造の変革に対応した就労
構造の改革構造の改革

リスク分配システムが拠ってたつ「社会哲リスク分配システムが拠ってたつ「社会哲
学」（社会、個人、組織、市場の関係性につ学」（社会、個人、組織、市場の関係性につ
いての新たな社会契約）の革新いての新たな社会契約）の革新

人材開発・教育のあり方人材開発・教育のあり方
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OECDOECD諸国における就労構造諸国における就労構造

製造業は製造業は2020％弱程度で飽和％弱程度で飽和

建設業は建設業は55～～66％程度％程度
社会的サービスは社会的サービスは3030％程度で飽和％程度で飽和

卸・小売・飲食・娯楽サービスは卸・小売・飲食・娯楽サービスは1515～～2020％程度％程度
ディストリビューションサービス（モノ・ヒト・情報をディストリビューションサービス（モノ・ヒト・情報を
流通させるサービス）部門としては流通させるサービス）部門としては2020％程度で平％程度で平
衡状態衡状態

成長が期待されるのは、プロデューサーサービス、成長が期待されるのは、プロデューサーサービス、
狭義のサービス業（対事務所向け専門サービス、狭義のサービス業（対事務所向け専門サービス、
対個人向けサービス）対個人向けサービス）

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 30

消費欲求充足産業が大きい日本消費欲求充足産業が大きい日本

2.60.2 19.2 0.85.5 15.4 6.8 12.4 37.0

1.70.5 16.8 1.05.8 22.3 5.7 11.6 34.7

5.10.1 20.5 0.5 9.8 22.0 6.0 8.2 27.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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産業分野別雇用創出力産業分野別雇用創出力
製造業：省力化、空洞化の圧力がある以上、たえざる研究製造業：省力化、空洞化の圧力がある以上、たえざる研究
開発、商品開発を行い続けても現状維持が精一杯と考えた開発、商品開発を行い続けても現状維持が精一杯と考えた
ほうがよいだろうほうがよいだろう
ただ、現状維持であったとしても、製造業が日本社会の強ただ、現状維持であったとしても、製造業が日本社会の強
みであることは間違いなく、研究開発に対して、人材、予算みであることは間違いなく、研究開発に対して、人材、予算
ともに十分に割り当てられることは必要と考えるともに十分に割り当てられることは必要と考える
建設業：現在の就労者の建設業：現在の就労者の3030％～％～4040％程度が他の分野に％程度が他の分野に
流出しないと今後も過当競争で負債、倒産とも増大する懸流出しないと今後も過当競争で負債、倒産とも増大する懸
念が高い念が高い
卸・小売・飲食・娯楽サービス：現在の就労人口はこの産業卸・小売・飲食・娯楽サービス：現在の就労人口はこの産業
分野の雇用創出力を分野の雇用創出力を11割以上超過している割以上超過している

そのため、このままの状況が続くと（あるいは、たんにアメリそのため、このままの状況が続くと（あるいは、たんにアメリ
カ的に「市場」原理に任せたままでは）、この分野では、高カ的に「市場」原理に任せたままでは）、この分野では、高
級品と級品と100100円ショップのような両極化（これは、商品の価格円ショップのような両極化（これは、商品の価格
でもあり、就労者の賃金水準、顧客の所得階層でもある）でもあり、就労者の賃金水準、顧客の所得階層でもある）
が進展する可能性が強いが進展する可能性が強い

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 32

工業化社会における職種・職位構造工業化社会における職種・職位構造

工業化社会では、工業化社会では、 大規模な生産設備とそ大規模な生産設備とそ

の管理運営が企業にとって最も重要な経営の管理運営が企業にとって最も重要な経営
資源資源⇒⇒設備投資・管理運営をコントロール設備投資・管理運営をコントロール
する職位ほど大きな権限する職位ほど大きな権限

ブルーカラー未熟練工ブルーカラー未熟練工

ブルーカラー熟練工ブルーカラー熟練工

ホワイトカラー事務職ホワイトカラー事務職

ホワイトカラー管理職ホワイトカラー管理職
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変化する職種・職位階層化変化する職種・職位階層化

外部調達型専外部調達型専
門業務門業務

時期的スタッ時期的スタッ
フ業務フ業務

低い低い

社内蓄積型コ社内蓄積型コ
ア業務ア業務

継続的スタッ継続的スタッ
フ業務フ業務

高い高い組織への帰組織への帰
属、長期的属、長期的
コミットメンコミットメン
トト

高い専門性高い専門性低い専門性低い専門性

高度消費社会における職種・職位を構造化する基本的枠組み高度消費社会における職種・職位を構造化する基本的枠組み

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 34

「個客業」の成長と「個客業」の成長と
《《量販モデル量販モデル⇔⇔SMESME》》への二極化への二極化

「脱家族化」領域 

事業所向けサービス業 

個人向けサービス業 

飲食業 

小売業 

「アウトソーシ

ング」領域 

外食産業 

狭義のサービス業 

量販店、スーパー、

コンビニ 

ホテル、レンタルビ

デオ、カラオケ、塾・

予備校など 

「個客業」は、１）狭いニッ

チに対応するＳＭＥと、２）

規模の経済性でサービス

業のコスト問題をクリアし

ようとするチェーン店、大

型店に大きく分化する 

「個客業」 
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ＩＴ産業の雇用創出力ＩＴ産業の雇用創出力

アメリカでのＩＴ産出産業従事者：アメリカでのＩＴ産出産業従事者：530530万人（万人（9898年、年、
米商務省）米商務省）

⇒⇒就労人口就労人口11億億30003000万人程度の万人程度の55％％
スウェーデン：スウェーデン： ITIT技術者技術者2020万人（人口万人（人口850850万人、万人、
就労人口就労人口440440万（万（20012001））））
日本での情報サービス業従業員数：日本での情報サービス業従業員数：5050万人超万人超
（（20002000年）年）
⇒⇒就労人口就労人口66500500万人の万人の100100人に一人以下人に一人以下

⇒⇒拡大の余地はあるが、就労人口の拡大の余地はあるが、就労人口の1010％まではい％まではい
かないだろうかないだろう

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 36

社会全体は「知識社会化」しない社会全体は「知識社会化」しない
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情報ネットワークがもつ「情報ネットワークがもつ「33つの力」つの力」

業務プロセスを変革する力（「ＢＰＲとして業務プロセスを変革する力（「ＢＰＲとして
の力」）の力」）

付加価値を生み出す「リテラシー」としての付加価値を生み出す「リテラシー」としての
力力

「サービス自由化」「サービス交易化」の力「サービス自由化」「サービス交易化」の力

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 38

リテラシーとしての力リテラシーとしての力
これからの産業経済活動で中核となるバイオ、ロボッこれからの産業経済活動で中核となるバイオ、ロボッ
ト、ナノ、宇宙・大深度地下・海洋などの産業分野は、ト、ナノ、宇宙・大深度地下・海洋などの産業分野は、
ＩＴが不可欠ＩＴが不可欠
制御、測定、シミュレーション、分析など、付加価値を制御、測定、シミュレーション、分析など、付加価値を
生み出す活動には高いメディアリテラシーが求められ生み出す活動には高いメディアリテラシーが求められ
るる
世界システムは過剰な生産能力と富を抱えているが、世界システムは過剰な生産能力と富を抱えているが、
高い付加価値が見出される活動には、巨額の富が流高い付加価値が見出される活動には、巨額の富が流
れ込み、付加価値を失ったところからは容赦なく富はれ込み、付加価値を失ったところからは容赦なく富は
離れていく離れていく
情報ネットワークによるワイヤードされ、高い情報リテ情報ネットワークによるワイヤードされ、高い情報リテ
ラシーを開発育成している社会、地域、個人に富はもラシーを開発育成している社会、地域、個人に富はも
たらされ、それ以外のアンワイヤードされた社会、情たらされ、それ以外のアンワイヤードされた社会、情
報リテラシーを開発できない社会は置き去りにされる報リテラシーを開発できない社会は置き去りにされる
可能性可能性
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知識供給主体が主役知識供給主体が主役

企業は内部で完結企業は内部で完結
不可能に不可能に

様々な「知識サプラ様々な「知識サプラ
イヤー」との連結がイヤー」との連結が
不可避不可避

中核グループ

準中核グループ

周辺グループ

自由契約社員
臨時雇用
パートタイム
ワークシェアリング

仲介サービス業者
人材供給サービス
アウトソーシングサー
ビス

自立型コントラクター
個人事業者
マイクロ企業
事業ネットワーク

依存型コントラクター
個人事業者（自営業者）
フランチャイズィ
推奨サプライヤー

企業

社会としては、広社会としては、広
範な知識供給主範な知識供給主
体育成が課題体育成が課題

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 40

IT as Sector / IT as EnablerIT as Sector / IT as Enabler
「社会増強力」としての「社会増強力」としてのITIT

 

途上国ＩＴ戦略 

ＩＴ as Sector 

産業分野としてのＩＴ 

ＩＴ as Enabler 

社会増強力としてのＩＴ 

輸出主導型 

コスタリカ、インド 

国内市場主導型

ブラジル 

一点突破国際的 

認知獲得戦略 

マレーシア 

ボトムアップ式 

知識社会化戦略 

エストニア、南ア 
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北欧型モデル北欧型モデル

 

ワイヤードされた世界

における競争と協働 

社会経済

的水準 

アメリカのように、所得格差を拡

大させず、社会内でのデジタル

デバイドを生み出さないという

「社会協約」 

サイバー

スペース 

ワイヤード／アンワイヤード

による分水嶺（デバイド） 

モノだけでなくサービスの分野でも国際

的な競争へと市場を開放することにより

生産性を高め、他の社会に貢献すると同

時に、自らの社会も豊かさを享受する 

「デジタルデバイド」に対するアイルランド、「デジタルデバイド」に対するアイルランド、
北欧型情報化モデル北欧型情報化モデル

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 42

フィンランドのシリコンバレーフィンランドのシリコンバレー

首都ヘルシンキから東に首都ヘルシンキから東に1010キロキロ
ほどあるエスポール市（ほどあるエスポール市（EsporEspor））
（ネット普及率（ネット普及率100100％）％）
オタニエミ（オタニエミ（OtaniemiOtaniemi））

VTTVTT（（Technical Research Technical Research 
CenterCenter of Finlandof Finland））
HUT (Helsinki University HUT (Helsinki University 
of Technologyof Technology))
ノキア本社ノキア本社⇒⇒
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NOKIANOKIA
20002000年売上年売上300300億ユーロ超億ユーロ超
欧州で半分、アジア太平洋、北米でそれぞれ欧州で半分、アジア太平洋、北米でそれぞれ44分分
の１程度の１程度
従業員は世界全体従業員は世界全体66万人、フィンランド国内で万人、フィンランド国内で
2400024000人人

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

96年 97年 98年 99年 00年

ノキア（単位：百万ユーロ）

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 44

イノーポリ（イノーポリ（InnopoliInnopoli））

19871987年に活動を開始年に活動を開始

200200社あまりのベンチャー企業社あまりのベンチャー企業



国民生活審議会・第3回雇用・人材・
情報化委員会

05/21/2002

(c) Tadamasa Kimura 23

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 45

フィンランドにおける産官学協働フィンランドにおける産官学協働

HUTHUTの教官たちは、民間企業や政府系研究機関の教官たちは、民間企業や政府系研究機関
などから研究委託などを受け、大学院生たちを雇などから研究委託などを受け、大学院生たちを雇
用用

政府から政府からHUTHUTに直接割り当てられる予算は、大学に直接割り当てられる予算は、大学
全体の予算のうち全体の予算のうち5555％程度。その他は研究委託％程度。その他は研究委託
が大きな割合を占める。が大きな割合を占める。

学生は委託研究、企業などで研究しながら修士号学生は委託研究、企業などで研究しながら修士号
取得を目指す。その中で、取得を目指す。その中で、2020％程度が起業しイ％程度が起業しイ
ノーポリのような組織が受け皿となる。ノーポリのような組織が受け皿となる。

工学系では約半数、フィンランドの大学生全体でも工学系では約半数、フィンランドの大学生全体でも
22割程度の学生は割程度の学生はITIT関連学部に属す。関連学部に属す。

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 46

積極的な積極的なR&DR&D投資投資

OECDOECD諸国における諸国におけるR&DR&D投資の対投資の対GDPGDP比推移比推移
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活発な活発なITIT分野研究開発分野研究開発

フィンランド産業分野別フィンランド産業分野別RR＆＆DD費の推移費の推移

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 48

主要な輸出産業へと成長した主要な輸出産業へと成長したITIT

フィンランド産業分野別輸出額の推移フィンランド産業分野別輸出額の推移
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ii--modemode系＝「日本型情報化」？系＝「日本型情報化」？

ii--modemode系携帯電話への積極的期待系携帯電話への積極的期待

情報ネットワークへのアクセスを容易に情報ネットワークへのアクセスを容易にする優れする優れ
たた「情報家電」であり、「モバイルインターネット」こ「情報家電」であり、「モバイルインターネット」こ
そ「日本型情報化」を切り拓くものそ「日本型情報化」を切り拓くもの

平成平成1313年度「情報通信白書」年度「情報通信白書」

「携帯電話・「携帯電話・PHSPHSインターネットには、パソコンとインターネットには、パソコンと

比較して廉価で、操作の習得が容易といった特徴比較して廉価で、操作の習得が容易といった特徴
があり、これらがパソコンインターネットと比較してがあり、これらがパソコンインターネットと比較して
普及に格差が生じにくい要因の一つになっている普及に格差が生じにくい要因の一つになっている
ものと考えられる。」ものと考えられる。」

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 50

典型的な顕示的消費財としての典型的な顕示的消費財としての
「ポケベル」・「ケータイ」「ポケベル」・「ケータイ」

1.291.2994.2%94.2%ｉモード系ｉモード系

1.281.2841.0%41.0%携帯携帯

1.711.7156.1%56.1%ＰＨＳＰＨＳ

1.361.3631.7%31.7%ポケベルポケベル

平均台数平均台数利用経験者割合利用経験者割合

20012001年年66月木村大学生調査（月木村大学生調査（N=139N=139、男子、男子5656％）％）
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ショートメッセージと着メロがショートメッセージと着メロが
主要な利用法主要な利用法

20012001年年66月木村大学生調査（月木村大学生調査（N=139N=139、男子、男子5656％）％）

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

ネット対戦型ゲームの参加

出会い系サイト

ゲームダウンロードと利用

ネットバンキング

上記以外有料情報提供サービス

占い情報

仕事や学業でのショートメッセージ以外のメール受発信

仕事・学業でのショートメッセージ受発信

待受画面ダウンロード

プライベートでのショートメッセージ以外のメール受発信

着メロダウンロード

プライベートでのショートメッセージ受発信

女性

男性

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 52

メール関連が利用件数のメール関連が利用件数の7777％％

0.56%0.56%着メロサイトへのアクセス着メロサイトへのアクセス

1.02%1.02%電話をかけたが留守電で切った電話をかけたが留守電で切った

1.63%1.63%メール作成のみメール作成のみ

2.54%2.54%MLMLからの受信からの受信

3.20%3.20%
電話がかかってきたがでなかった（出ることができ電話がかかってきたがでなかった（出ることができ
なかった）なかった）

5.24%5.24%電話をかけつながって話した電話をかけつながって話した

6.00%6.00%電話がかかってきて話した電話がかかってきて話した

32.79%32.79%メール作成送信メール作成送信

44.23%44.23%メール受信確認メール受信確認
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ii--modemode系利用者で低い系利用者で低い
情報リテラシー情報リテラシー

データ出典：（株）ＮＴＴデータ・開発本部・システム科学研究所データ出典：（株）ＮＴＴデータ・開発本部・システム科学研究所
（（20002000年年66月、月、N=2075N=2075）、）、20012001年年66月木村大学生調査月木村大学生調査
（（N=139N=139））

5.65

4.97

3.83

2.98

4.93

5.18

3.18

3.57

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

PCinet+移動体inet

PCinetのみ

移動体inetのみ

どちらもなし

大学生01調査

RISS00調査

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 54

「モバイルインターネット」＝「日本型情報「モバイルインターネット」＝「日本型情報
化」＝「日本型デジタルデバイド」論の陥穽化」＝「日本型デジタルデバイド」論の陥穽

「デジタルデバイド」が問題なのは、情報ネットワーク「デジタルデバイド」が問題なのは、情報ネットワーク
によりもたらされる大きな社会的変革があり、ネットによりもたらされる大きな社会的変革があり、ネット
ワークにアクセスし、利活用できるリテラシーをもつワークにアクセスし、利活用できるリテラシーをもつ
人ともたない人の間に大きな社会経済的格差が生じ、人ともたない人の間に大きな社会経済的格差が生じ、
拡大するのではないかという懸念拡大するのではないかという懸念
⇒⇒デデバイド問題は、たんに「インターネットへの接続がバイド問題は、たんに「インターネットへの接続が
ある、ない」の問題ではなく、「メディアリテラシー」のある、ない」の問題ではなく、「メディアリテラシー」の
問題問題
ところが、「日本型デジタルデバイド」論は、パソコンところが、「日本型デジタルデバイド」論は、パソコン
によるインターネットとによるインターネットとiiモード系インターネット接続のモード系インターネット接続の
質の違いを問題にせず、「モバイルインターネット」で、質の違いを問題にせず、「モバイルインターネット」で、
インターネットへの接続はとりあえず可能になるから、インターネットへの接続はとりあえず可能になるから、
それでデバイドは解消する、という論理それでデバイドは解消する、という論理
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情報ネットワーク社会としての日本情報ネットワーク社会としての日本
社会の進路は？社会の進路は？
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サービス交易化＝サービスのタスクサービス交易化＝サービスのタスク
モビリティ増大モビリティ増大

業務が情報ネットワークを介して遂行できる業務が情報ネットワークを介して遂行できる
ものへの再編成されるものへの再編成される

⇒⇒販売、財務、経理、人事・労務、技術、研販売、財務、経理、人事・労務、技術、研
究、開発、経営企画、企業統治、リスクマネ究、開発、経営企画、企業統治、リスクマネ
ジメント、マーケティング、商品企画、システジメント、マーケティング、商品企画、システ
ム開発、システム維持管理、など様々な業ム開発、システム維持管理、など様々な業
務が務がoffshoreoffshore--sourcingsourcing化される可能性化される可能性

企業固有のノウハウ蓄積・内製化の必要性企業固有のノウハウ蓄積・内製化の必要性
が高くないものはとくにオフショア化されやすが高くないものはとくにオフショア化されやす
いい
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ITに関する知識 

ビジネス・組織運営管理

に関する知識 

CIO（情報執行役員） 

定型窓口業務 

定型問合せ窓口 

情報システム

管理者 

CFO（財務

執行役員） 
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拡大する拡大するoffshoreoffshore--sourcingsourcing
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『『ネットワーク出稼ぎ・移民ネットワーク出稼ぎ・移民』』

インドの「オンサイト・サービス」（技術者がインドの「オンサイト・サービス」（技術者が
欧米に出向いてソフトウェア開発・システム欧米に出向いてソフトウェア開発・システム
開発などを行う）開発などを行う）

9191年度、輸出の年度、輸出の9595％％⇒⇒9999年度年度5858％％
9999年度の残り年度の残り4242％は、「ネットワーク出稼％は、「ネットワーク出稼

ぎ・移民」（オフショアソーシング）ぎ・移民」（オフショアソーシング）



国民生活審議会・第3回雇用・人材・
情報化委員会

05/21/2002

(c) Tadamasa Kimura 30

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 59

ＷＩＲＥＤされた世界ＷＩＲＥＤされた世界

ＳＴＰ間、インドＳＴＰ間、インド--欧州間は衛星で、さらにア欧州間は衛星で、さらにア
メリカへは光ファイバーで「ワイヤード」されメリカへは光ファイバーで「ワイヤード」され
ているている

FIBERFIBERFIBERFIBER

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 60

サービス交易力に伸長の余地サービス交易力に伸長の余地

20.2 8.3 5.8 5.5 2.0 2.7 サービス輸入/GNP（％）

8.6 7.5 6.7 3.7 3.4 1.4 サービス輸出/GNP（％）

134193704128515201300サービス輸入（96）

571738178502647647サービス輸出（96）

59.0 28.0 25.1 19.2 12.3 7.1 輸出額／GNP（％）

80.3 35.7 23.0 22.1 8.9 8.8 輸出額／GNP（％）

3926503066445694463388
輸入額（97、アメリカのみ
98）

5338282811512568254210
輸出額（97、アメリカのみ
98）

664232012202231957690147723GNP（97）

アイルラ
ンド

スウェー
デン

イギリ
スドイツアメリカ日本
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専門的サービスの世界標準化専門的サービスの世界標準化

法務、会計、情報、医療、教育などの専門的法務、会計、情報、医療、教育などの専門的
知識を取り扱う業務・職種、工学系技術職知識を取り扱う業務・職種、工学系技術職⇒⇒
ライセンスの世界標準化（アメリカ標準のデライセンスの世界標準化（アメリカ標準のデ
ファクト化）ファクト化）⇒⇒国境を越えたプラクティス、国境を越えたプラクティス、
サービス提供サービス提供

エンターテイメントビジネス（映画、ビデオ、エンターテイメントビジネス（映画、ビデオ、
音楽、スポーツ）におけるアメリカのコンテン音楽、スポーツ）におけるアメリカのコンテン
ツ力ツ力
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オンライン教育の政治経済学オンライン教育の政治経済学

デュークをはじめ、スタンフォード、バークレー、デュークをはじめ、スタンフォード、バークレー、
ＭＩＴ、ハーバードなど、プレステージの高いアメリＭＩＴ、ハーバードなど、プレステージの高いアメリ
カの大学は、新たな教育形態プログラムを開発カの大学は、新たな教育形態プログラムを開発
し、多少学費が高くても十分に履修者を集めるこし、多少学費が高くても十分に履修者を集めるこ
とができるとができる
アメリカの大学に頭脳のクリームスキミング（いいアメリカの大学に頭脳のクリームスキミング（いい
とこどり）をされる危険性とこどり）をされる危険性
一部の有力大学はサイバー教育で収益を上げら一部の有力大学はサイバー教育で収益を上げら
れるが、他の大学は、学費を安くして、学生を引れるが、他の大学は、学費を安くして、学生を引
き付けざるを得ないことになり、結局は市場からき付けざるを得ないことになり、結局は市場から
撤退して、有力大学による寡占化と系列化が進撤退して、有力大学による寡占化と系列化が進
む可能性む可能性
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DukeDuke大学の戦略大学の戦略

DukeDuke大学大学MBAMBAプログラムプログラム

通常の平日昼間通学制通常の平日昼間通学制ＭＢＡＭＢＡプログラムプログラム

ＷＥＭＢＡ（ＷＥＭＢＡ（Weekend Executive MBA Weekend Executive MBA 
programprogram））
ＧＥＭＢＡ（ＧＥＭＢＡ（Global Executive MBA Global Executive MBA 
programprogram））
ＣＣＭＢＡ（ＣＣＭＢＡ（Cross Continent MBA Cross Continent MBA 
programprogram））
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WEMBAWEMBA
実務経験を五年以上持つ幹部候補生、管理実務経験を五年以上持つ幹部候補生、管理
職のためのプログラム職のためのプログラム

企業が通学を認めている（金曜・土曜に講義企業が通学を認めている（金曜・土曜に講義
が設定されているので、少なくともそれを企業が設定されているので、少なくともそれを企業
側も承知している）ことが条件側も承知している）ことが条件

一学期一学期99週～週～1010週、計週、計55学期、休暇を入れて学期、休暇を入れて
2020カ月で修了するプログラムカ月で修了するプログラム

8484年から開設されており、これまでに年から開設されており、これまでに900900名名
以上の修了生を輩出以上の修了生を輩出
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GEMBAGEMBA
外国企業からのヴァーチュアル留学生を視野に入れ、外国企業からのヴァーチュアル留学生を視野に入れ、9696年年
に開設されたオンライン中心のプログラムに開設されたオンライン中心のプログラム
1010年以上の実務経験を持ち国際的業務にたずさわっている年以上の実務経験を持ち国際的業務にたずさわっている
管理職を対象（就学者の平均年齢は管理職を対象（就学者の平均年齢は3838歳、実務経験の平均歳、実務経験の平均
はは1414年）年）
ＷＥＭＢＡと同様ＷＥＭＢＡと同様55学期からなるが、学期からなるが、11学期のカリキュラムに学期のカリキュラムに

は、世界各地で開催される一種の合宿研修が含まれているは、世界各地で開催される一種の合宿研修が含まれている
合宿研修は、一学期に一回、合宿研修は、一学期に一回、22～～33週間ずつ、北米（週間ずつ、北米（22回）、回）、
ヨーロッパ、アジア、南米で履修者が集まり現地企業の視察ヨーロッパ、アジア、南米で履修者が集まり現地企業の視察
やディスカッション、講義が行われる（計やディスカッション、講義が行われる（計1111週）週）
集合対面教育以外の期間集合対面教育以外の期間((計計5050週週))は、インターネットによるは、インターネットによる
オンライン教育が中心で、合計オンライン教育が中心で、合計1919カ月で修了カ月で修了
9999――0000年度プログラムには、年度プログラムには、2121カ国からカ国から8585名が参加名が参加
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CCMBACCMBA
20002000年年88月開講のプログラム月開講のプログラム

実務経験実務経験22年から年から88年までの若手管理職、経営職年までの若手管理職、経営職

候補生を対象にし、マーケットをさらに世界全体へ候補生を対象にし、マーケットをさらに世界全体へ
と広げようと意図したと広げようと意図した2020カ月のプログラムカ月のプログラム

99週間、集合対面講義にでることができれば、履週間、集合対面講義にでることができれば、履

修は世界中インターネット環境があればどこでも修は世界中インターネット環境があればどこでも
行うことができる行うことができる

集合対面講義は、アメリカのデューク大学本校か、集合対面講義は、アメリカのデューク大学本校か、
ドイツのフランクフルトにドイツのフランクフルトに9999年設置されたデューク年設置されたデューク

ビジネススクールで受講可能ビジネススクールで受講可能
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企業にとってのメリット企業にとってのメリット

授業料等は、通常プログラムが修了まで授業料等は、通常プログラムが修了まで5240052400ドルに対しドルに対し
て、て、WEMBAWEMBAはおよそはおよそ6250062500ドル、ドル、GEMBAGEMBAはは8970089700ドルドル
通常プログラムの場合、留学などの形態だと、下宿先から通常プログラムの場合、留学などの形態だと、下宿先から
交通費、資料代、食事代などすべて学生個人あるいは企交通費、資料代、食事代などすべて学生個人あるいは企
業が負担業が負担

海外企業からの留学であれば、さらに留学期間中は業務を海外企業からの留学であれば、さらに留学期間中は業務を
課すこともできずに一定の賃金を支払い、しかも留学者が課すこともできずに一定の賃金を支払い、しかも留学者が
アメリカにそのまま残ってしまうリスクもアメリカにそのまま残ってしまうリスクも

ＷＥＭＢＡやＧＥＭＢＡは、有望な社員を、フルタイムで働いＷＥＭＢＡやＧＥＭＢＡは、有望な社員を、フルタイムで働い
てもらいながらＭＢＡをとらせることが可能であり、学費が多てもらいながらＭＢＡをとらせることが可能であり、学費が多
少割高になっても、生活費まで持って留学させるよりは安い少割高になっても、生活費まで持って留学させるよりは安い
⇒⇒優秀な学生がアメリカの教育システムを選択する可能性優秀な学生がアメリカの教育システムを選択する可能性
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WGUWGU
WGU: Western Governors University WGU: Western Governors University 
((http://http://www.wgu.eduwww.wgu.edu//))
コロラド、ユタなど中西部の州知事たちがコロラド、ユタなど中西部の州知事たちが
19971997年に設立年に設立
19981998年年99月に正式に運営を開始月に正式に運営を開始

20012001年年66月、月、Accrediting Commission Accrediting Commission 
of the Distance Education and of the Distance Education and 
Training Council Training Council から学位授与高等教育から学位授与高等教育
機関としての認定を受ける機関としての認定を受ける
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CompetencyCompetency--based educationbased education
WGUWGUは、は、CreditCredit--based educationbased education（単位にもと（単位にもと
づく教育）ではなく、づく教育）ではなく、 CompetencyCompetency--based based 
educationeducation
それまでの学歴に関係なく、卒業資格を取得したいそれまでの学歴に関係なく、卒業資格を取得したい
専門分野に関して、「能力がある」あるいは「一定の専門分野に関して、「能力がある」あるいは「一定の
知的水準に到達している」知的水準に到達している」(competent)(competent)ことを示すことを示す
ことができれば、それで取得が可能であるという考ことができれば、それで取得が可能であるという考
えにもとづくえにもとづく
当該専門分野に関してコンピテンシー（達成能力評当該専門分野に関してコンピテンシー（達成能力評
価基準）を測る一連のアセスメントテストが用意され価基準）を測る一連のアセスメントテストが用意され
ており、それらに合格すれば、コースワーク（科目をており、それらに合格すれば、コースワーク（科目を
履修し単位を積み重ねる）をしなくても、卒業資格を履修し単位を積み重ねる）をしなくても、卒業資格を
取得することができる取得することができる
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WGU competencyWGU competency--based based 
degree programdegree program

准学士（准学士（AssociateAssociate）：）：55専攻（専攻（Arts, Arts, 
Business, Business, IT, ITIT, IT--Network  Network  
Administration, ITAdministration, IT--CNE Emphasis CNE Emphasis 
学士（学士（Bachelor of ScienceBachelor of Science）：）：33専攻専攻
((BusinessBusiness--IT Management, IT Management, 
Computer Information Systems, Computer Information Systems, 
BusinessBusiness--HR Management)HR Management)
修士（修士（MAMA））Learning and TechnologyLearning and Technology
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WGU competencyWGU competencyの例の例
Associate of Applied Science degree in ITAssociate of Applied Science degree in IT--
Network AdministrationNetwork Administration の場合の場合

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 72

Domain/SubDomain/Sub--domaindomain
1.1. 応用的数学推論能力（代数・幾何、統計、数量的応用的数学推論能力（代数・幾何、統計、数量的
問題解決能力など）問題解決能力など）

2.2. 自己表現、論理的表現など十分言語を利用でき自己表現、論理的表現など十分言語を利用でき
る能力（読解、作文、プレゼン、対人コミュニケーる能力（読解、作文、プレゼン、対人コミュニケー
ションなど）ションなど）

3.3. 一般的な自然科学・社会科学に関する知識（一一般的な自然科学・社会科学に関する知識（一
般教養）般教養）

4.4. ITITコア（コア（ITIT基礎、プログラミング、演算環境、シス基礎、プログラミング、演算環境、シス
テム分析、データベース、ネットワーク基礎など）テム分析、データベース、ネットワーク基礎など）

5.5. ネットワーク管理技術（ネットワーク分析、テスト、ネットワーク管理技術（ネットワーク分析、テスト、
セキュリティなど）セキュリティなど）
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コンピテンシーコンピテンシー
（心理学的位相）（心理学的位相）

具体的なスキ

ル・職務知識 

 

生得的・ 

先天的能力 

行動様式、価

値観、思考様

式、こだわり 

• 言語能力、知覚能力、思考能力をはじめ
とする多種の認知能力 

• 体を動かす生理的能力、運動能力 
• 感情、対人関係に関わる心理機構、性格 

 

 

後天的に獲得さ

れる能力・知識 

コンピテンシー 
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コンピテンシー（コンピテンシー（competencycompetency））
（達成能力評価基準）（達成能力評価基準）

「ある職務において高い業績を残す人の能力・行「ある職務において高い業績を残す人の能力・行
動要件」動要件」

19701970年代に、アメリカ政府機関が人材採用手法年代に、アメリカ政府機関が人材採用手法

を開発する中で研究対象として着目されるを開発する中で研究対象として着目される

人材のミスマッチを減らすために、採用する前に、人材のミスマッチを減らすために、採用する前に、
採用後の成果を予測しようとする目的から、高業採用後の成果を予測しようとする目的から、高業
績者が高い成果を出すために日ごろ取る行動を観績者が高い成果を出すために日ごろ取る行動を観
察・測定し、抽出したモデルを構築しようとした察・測定し、抽出したモデルを構築しようとした
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コンピテンシーモデルの抽出コンピテンシーモデルの抽出

職務を明確にし、業務プロセスを分析職務を明確にし、業務プロセスを分析

ついでインタビューや仲間・上司などの観察から、ついでインタビューや仲間・上司などの観察から、
高業績者の行動、考え方などを平均的業績者の高業績者の行動、考え方などを平均的業績者の
行動、考え方などと比較行動、考え方などと比較

業務プロセスの職務遂行上、具体的に高業績に業務プロセスの職務遂行上、具体的に高業績に
つながると考えられる、行動様式、価値観、思考つながると考えられる、行動様式、価値観、思考
様式を特定様式を特定

こうして抽出された職務ごとのコンピテンシーをこうして抽出された職務ごとのコンピテンシーを
モデル化モデル化

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 76

「ブローカー」型教育機関「ブローカー」型教育機関

WGUWGUは一種の「ヴァーチュアル大学」は一種の「ヴァーチュアル大学」

さまざまな教育機関が提供する遠隔教育（従来さまざまな教育機関が提供する遠隔教育（従来
型通信教育、型通信教育、ee--learninglearning含む）コースウェアを利含む）コースウェアを利

用用

コースウェアを提供する「ベンダー」教育機関と学コースウェアを提供する「ベンダー」教育機関と学
習者とをつなぐ「ブローカー」型教育機関習者とをつなぐ「ブローカー」型教育機関

コンピテンシー体系、アセスメント作成、履修者にコンピテンシー体系、アセスメント作成、履修者に
とってのとってのmentormentor（指導助言者）機能がコアコンピ（指導助言者）機能がコアコンピ

タンスタンス
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NTUNTU（（National Technology National Technology 
UniversityUniversity））

19841984年に設立されたヴァーチュアル大学年に設立されたヴァーチュアル大学

自らは一種のブローカー（仲介）で、コースウェア自らは一種のブローカー（仲介）で、コースウェア
を揃え、企業の従業員教育環境を衛星、を揃え、企業の従業員教育環境を衛星、ee--
learninglearningにより提供により提供

企業に勤める社会人を対象企業に勤める社会人を対象

工学関連修士号（工学関連修士号（1919専攻（専攻（ee--learninglearningはは77専専
攻）を提供）取得に特化攻）を提供）取得に特化

主として企業と契約を結び、衛星放送を利用した主として企業と契約を結び、衛星放送を利用した
教材配信システムでの教育教材配信システムでの教育
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NTUNTU（（22））
教材（コースウェア）は、教材（コースウェア）は、5050程度の全米有力大学程度の全米有力大学

工学系大学院、研究所、学会が提供する衛星配工学系大学院、研究所、学会が提供する衛星配
信型、信型、ee--learninglearning型コースを、総計型コースを、総計14001400コースコース
程度程度

コースを提供する大学院には、コースを提供する大学院には、MITMIT、ジョージア、ジョージア
工大、工大、UCUCバークリー、バークリー、UCUCデイビス、コロンビア、デイビス、コロンビア、
ミシガンなど、ミシガンなど、U.S. News & World ReportU.S. News & World Report認認
定トップ定トップ2525工学系大学院のうち工学系大学院のうち1313校が名を連ね校が名を連ね
るる
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NTUNTU（（33））
契約先は、契約先は、IBMIBM、、HPHP、モトローラ、ボーイング、アメ、モトローラ、ボーイング、アメ
リカ連邦防衛エネルギー省などリカ連邦防衛エネルギー省など

20012001年までに年までに16001600の修士号を認定の修士号を認定

学生はそれぞれの組織の従業員であり、組織が衛学生はそれぞれの組織の従業員であり、組織が衛
星設備を利用して受信したコースを、それぞれの組星設備を利用して受信したコースを、それぞれの組
織で履修する形態織で履修する形態

企業の側としては、オンサイト研修に従業員を派遣企業の側としては、オンサイト研修に従業員を派遣
する場合に比べて、移動や宿泊などにかかるコストする場合に比べて、移動や宿泊などにかかるコスト
が削減でき、全体でみるとが削減でき、全体でみると4545％程度少ないコストで％程度少ないコストで
研修や学位取得を行わせることができる研修や学位取得を行わせることができる
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「ベンダー」機関の格付け「ベンダー」機関の格付け

学費学費 単位取得：単位取得：11セメスターセメスター11コマコマ660660ドルドル
聴講：聴講：11セメスターセメスター11コマコマ560560ドルドル

ただし、コースを提供する大学に応じてプレミアムただし、コースを提供する大学に応じてプレミアム

コロンビア大：コロンビア大：12491249ドル（単位）、ドル（単位）、930930ドル（聴講）ドル（聴講）

UCUCバークリー：バークリー：11831183ドル（単位）、ドル（単位）、10831083ドル（聴講）ドル（聴講）

Georgia TechGeorgia Tech、、943943ドル（単位）、ドル（単位）、943943ドル（聴講）なドル（聴講）な

どど

⇒⇒これは、「ブローカー」となる教育機関が、これは、「ブローカー」となる教育機関が、ベンダーのベンダーの
格付機関として機能する可能性格付機関として機能する可能性を示している。を示している。



国民生活審議会・第3回雇用・人材・
情報化委員会

05/21/2002

(c) Tadamasa Kimura 41

05/21/2002 (c) Tadamasa Kimura 81

従来の高等教育：垂直統合された従来の高等教育：垂直統合された
ブラックボックスブラックボックス

これまでの高等教育では、講義内容の決定、講これまでの高等教育では、講義内容の決定、講
義で扱う資料を選定あるいは作成、講義の実施、義で扱う資料を選定あるいは作成、講義の実施、
学生との質疑応答、学生への課題やテストの実学生との質疑応答、学生への課題やテストの実
施、成績評価、すべて原則的には同一の教員が施、成績評価、すべて原則的には同一の教員が
行う「垂直統合」モデル行う「垂直統合」モデル

しかも従来のモデルでは、実質的に講義で何がしかも従来のモデルでは、実質的に講義で何が
行われ、どのような評価手段が用いられ、最終行われ、どのような評価手段が用いられ、最終
的な評価がいかに下されるのか、履修者が何を的な評価がいかに下されるのか、履修者が何を
学び、達成したか、身につけたのか、すべて「ブ学び、達成したか、身につけたのか、すべて「ブ
ラックボックス」ラックボックス」
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高等教育におけるアンバンドリング高等教育におけるアンバンドリング
とモジュール化とモジュール化

CompetencyCompetency--based education based education や「ブローカー」型教や「ブローカー」型教
育機関は、育機関は、教材、講義内容、質疑応答の仕方、課題やテ教材、講義内容、質疑応答の仕方、課題やテ
スト、評価の仕方、履修者の習得内容、達成度など、コースト、評価の仕方、履修者の習得内容、達成度など、コー
スワークの構成要素をアンバンドリングし、それぞれの要スワークの構成要素をアンバンドリングし、それぞれの要
素に関する情報が開示される可能性を高める素に関する情報が開示される可能性を高める

コンピテンシーに基づく教育が機能するためには、提供さコンピテンシーに基づく教育が機能するためには、提供さ
れる講義科目それぞれが、どのコンピテンシーをどう満たれる講義科目それぞれが、どのコンピテンシーをどう満た
すのかが明確でなければならず、講義科目がモジュールすのかが明確でなければならず、講義科目がモジュール
化される必要がある。講義科目がモジュール化され、一化される必要がある。講義科目がモジュール化され、一
種の「情報財」として扱われるようになると、モジュール化種の「情報財」として扱われるようになると、モジュール化
した講義科目、それらの科目を個別の学習者に応じて組した講義科目、それらの科目を個別の学習者に応じて組
みみ合わた合わたポートフォリオを作成することができるポートフォリオを作成することができる
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垂直統合から水平分業へ垂直統合から水平分業へ

情報ネットワークは、「垂直統合ブラックボックス」の情報ネットワークは、「垂直統合ブラックボックス」の
維持を困難に維持を困難に
講義を構成するそれぞれの要素を明細化し、情報を講義を構成するそれぞれの要素を明細化し、情報を
明確に開示することができない講義、教員、教育機明確に開示することができない講義、教員、教育機
関は、徐々に信頼を失い、市場から退出する可能性関は、徐々に信頼を失い、市場から退出する可能性
講義科目の方針、全体の整合性、教材作成、講義、講義科目の方針、全体の整合性、教材作成、講義、
質疑応答、課題やテストの作成、実施、評価、最終質疑応答、課題やテストの作成、実施、評価、最終
的な成績評価、といったアンバンドル化された機能的な成績評価、といったアンバンドル化された機能
を一人の教員がすべて遂行することは実質的に不を一人の教員がすべて遂行することは実質的に不
可能となり（とくに情報メディア技術も活用するとなれ可能となり（とくに情報メディア技術も活用するとなれ
ば）、少なくとも協働作業、あるいはそれぞれの専門ば）、少なくとも協働作業、あるいはそれぞれの専門
家による分業体制（水平分業）を必要とする可能性家による分業体制（水平分業）を必要とする可能性
それぞれの要素において、格付け・評価が行われるそれぞれの要素において、格付け・評価が行われる
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学習者の側における変化学習者の側における変化

インターネットが就職活動の必須アイテムとインターネットが就職活動の必須アイテムと
なったことから、大学生のインターネット利用なったことから、大学生のインターネット利用
は急速に進展は急速に進展

今後は、今後は、HPHPをもち、そこに学生時代の活動をもち、そこに学生時代の活動
（学業もそれ以外も）を載せていない学生は（学業もそれ以外も）を載せていない学生は
不利になるという状況も不利になるという状況も

学生も、どのようなことを習得、達成し、どの学生も、どのようなことを習得、達成し、どの
ようなコンピテンシーをもっているかを明細化ようなコンピテンシーをもっているかを明細化
して示す（ポートフォリオとして自己を提示すして示す（ポートフォリオとして自己を提示す
る）ことが求められる可能性る）ことが求められる可能性
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「ベンダー」機関による系列化？「ベンダー」機関による系列化？

今後のシナリオとしては次のような可能性今後のシナリオとしては次のような可能性

1.1. ブローカー機関が強い力を持つ可能性ブローカー機関が強い力を持つ可能性

2.2. 強力な教材開発、ファカルティ開発能力を強力な教材開発、ファカルティ開発能力を
もつ少数の高等教育機関が「ベンダー」化もつ少数の高等教育機関が「ベンダー」化
し、他の中小大学を系列化する可能性し、他の中小大学を系列化する可能性

3.3. 質の高い教育はやはり手間暇がかかり、質の高い教育はやはり手間暇がかかり、
また教員が自らの主体性、自律性を重んまた教員が自らの主体性、自律性を重ん
じることから、中小規模の機関が乱立するじることから、中小規模の機関が乱立する
（個々の教員の「ブランド」化）（個々の教員の「ブランド」化）
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工業化社会における富とリスクの分工業化社会における富とリスクの分
配制度配制度

工業化社会においては、年功序列型賃金、工業化社会においては、年功序列型賃金、
家族手当、扶養家族控除、健康保険、年金家族手当、扶養家族控除、健康保険、年金
保険など、世帯を社会の基本的単位とし、保険など、世帯を社会の基本的単位とし、
夫が働き、家族を養うモデルを前提とした富夫が働き、家族を養うモデルを前提とした富
とリスク分配の制度が機能的とリスク分配の制度が機能的

⇒⇒こうした世帯単位や家族のあり方は大きなこうした世帯単位や家族のあり方は大きな
見直しを求められている見直しを求められている
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低い女性の労働力化率低い女性の労働力化率
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老後は不安か、考えなし？老後は不安か、考えなし？
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8080年代のつけ年代のつけ
がが0000年代に年代に

出生率の推移
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「社会的サービス」の重要性「社会的サービス」の重要性

日本の場合、「社会的サービス」をいかに開発するかが大日本の場合、「社会的サービス」をいかに開発するかが大
きな課題きな課題
保育に典型的に現れているように（数多くの待機児童、無保育に典型的に現れているように（数多くの待機児童、無
認可保育施設での事故など）、子育て、介護など、いわゆ認可保育施設での事故など）、子育て、介護など、いわゆ
る「従属者」に関する「ケア」が、日本社会では、ほとんどる「従属者」に関する「ケア」が、日本社会では、ほとんど
「社会化」されず、家庭しかも多くは女性に負わされている「社会化」されず、家庭しかも多くは女性に負わされている
日本社会は、「ケア」が「社会化」されているのが、「医療」と日本社会は、「ケア」が「社会化」されているのが、「医療」と
「年金」だけで、他の多くの社会保障関連（育児、介護、疾「年金」だけで、他の多くの社会保障関連（育児、介護、疾
病、失業、障碍など）は、「社会化」も「市場化」も十分では病、失業、障碍など）は、「社会化」も「市場化」も十分では
ない（介護保険制度は重要な一歩）ない（介護保険制度は重要な一歩）
「社会的サービス部門」：需要が比較的安定している。労働「社会的サービス部門」：需要が比較的安定している。労働
集約的ではあるが、一定の専門的知識を必要とし、雇用創集約的ではあるが、一定の専門的知識を必要とし、雇用創
出領域として発展の可能性あり出領域として発展の可能性あり
「消費」を軸にした産業経済発展は頭打ち。今後必要な方「消費」を軸にした産業経済発展は頭打ち。今後必要な方
向性の一つは、こうした「ケア」の「社会化」を軸にした産業向性の一つは、こうした「ケア」の「社会化」を軸にした産業
経済発展ではないか経済発展ではないか
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「縮み社会」シナリオ「縮み社会」シナリオ

スウェーデンでは、高齢者が、介護する親族を「雇スウェーデンでは、高齢者が、介護する親族を「雇
う」形態を取ることができる。つまり、「介護」を家族う」形態を取ることができる。つまり、「介護」を家族
の中に内製化しないで「社会化」し、リスクを社会的の中に内製化しないで「社会化」し、リスクを社会的
に分散する制度を築いているに分散する制度を築いている

それに対して、日本社会はこのままでは、旧来型のそれに対して、日本社会はこのままでは、旧来型の
産業構造、就労構造を公共事業で温存し、サービ産業構造、就労構造を公共事業で温存し、サービ
ス経済化の進展、教育の機会不均等から両極化がス経済化の進展、教育の機会不均等から両極化が
進み、社会的ケアが「社会化」されずに疲弊する進み、社会的ケアが「社会化」されずに疲弊する
（デフレスパイラル進展「縮み社会」化）というシナリ（デフレスパイラル進展「縮み社会」化）というシナリ
オに突き進む危険性もあるオに突き進む危険性もある
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日米瑞・国民総支出の比較日米瑞・国民総支出の比較

アメリカは政府資本形成が政府最終消費支出に含まれており、資本形成は民間部門のみ。アメリカは政府資本形成が政府最終消費支出に含まれており、資本形成は民間部門のみ。

日本とスウェーデンに関しては、民間現実最終支出、政府現実最終支出日本とスウェーデンに関しては、民間現実最終支出、政府現実最終支出

日本、2000年、513兆円

スウェーデン、2000年、
2兆830億SEK

アメリカ、2001年、
10兆2081億ドル

財貨・サービス
の輸出-輸入

民間最終
消費支出

政府最終
消費支出

国内総固定
資本形成
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「福祉国家」スウェーデン「福祉国家」スウェーデン

スウェーデン中央政府スウェーデン中央政府20022002年度予算（総額：年度予算（総額：71707170億億SEKSEK））

租税管理徴収
1%

地方自治体補助
金・地域振興
16%

通信
4%

司法運営
4%

ＥＵ拠出金
4%

文教及び科学振興
費
10%

公債費
10%

軍事
7%

その他
5%

文化メディア宗教余
暇
1%

都市計画住宅供給
建設
1%

農林水産業対策
2%
国際開発協力
2%

社会保障関連
33%
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財政逼迫状況にある日本財政逼迫状況にある日本

中小企業対策費
1%

経済協力費
1%

地方特例交付金
1%

エネルギー対策費
1%

その他
7%

恩給関係費
2%

防衛関係費
5%

社会保障関係費
20%

地方交付税交付
金
17%

公共事業関係費
13%

文教及び科学振興
費
8%

国債費
24%

日本政府日本政府20002000年度支出済歳出額分布（総額：年度支出済歳出額分布（総額：8989兆兆33千億円）千億円）
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「社会」と「個人」とが直接互酬的関係性を築く＝「社会」と「個人」とが直接互酬的関係性を築く＝
「共創社会（コンセンサス・コミュニティ）」「共創社会（コンセンサス・コミュニティ）」

スウェーデンの租税収入の構成スウェーデンの租税収入の構成

中間組織（企業・家族）中間組織（企業・家族）
の流動性が高まっているの流動性が高まっている
（脱家族化、脱組織化）（脱家族化、脱組織化）

しかし市場の大海に個しかし市場の大海に個
人を裸で放り出すだけが人を裸で放り出すだけが
選択肢ではない選択肢ではない

ただ、個人もまた社会にただ、個人もまた社会に
相当の投資をする覚悟が相当の投資をする覚悟が
必要必要

スウェーデン租税収入（2000）
1兆1420億SEK

売上税
22%

資産税
3%

社会保障負担
30%

法人所得税
7%

個人所得税
38%
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国民負担率国際比較国民負担率国際比較

23.3

25.9

31.4

33.5

35.8

50.8

13.3

10.6

25.6

28.7

10.3

19.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

日本(95)

アメリカ(93)

ドイツ(94)

フランス(94)

イギリス(94)

スウェーデン(94)

　租税負担 　社会保障負担
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6.3

7.1

7.3

8.7

9.2

10.0

8.8

8.7

10.8

14.3

18.4

20.1

1.9

3.6

9.1

10.3

10.2

23.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

日本(95)

アメリカ(92)

イギリス(93)

ドイツ(93)

フランス(93)

スウェーデン(93)

 医療 年金 その他

社会保障給付国際比較社会保障給付国際比較
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富・リスク・能力開発富・リスク・能力開発
世界全体における富の総量と富を得る機会は増大世界全体における富の総量と富を得る機会は増大
⇒⇒しかし、どのような機会がいつ訪れるかの不確実しかし、どのような機会がいつ訪れるかの不確実
性、機会の存続期間の短期化・流動化性、機会の存続期間の短期化・流動化⇒⇒富の産出・富の産出・
分配は個々人・民間に任せる分配は個々人・民間に任せる
他方、他方、11）富の産出に強い影響を与える個人の能力）富の産出に強い影響を与える個人の能力
開発機会、開発機会、22）リスクの産出・分配は社会で担うという）リスクの産出・分配は社会で担うという
理念を明確にし、ケアを軸にした産業経済分野＝社理念を明確にし、ケアを軸にした産業経済分野＝社
会的サービスの創出会的サービスの創出
社会的サービス部門は「公共財」の提供を担うため社会的サービス部門は「公共財」の提供を担うため
に、公的部門の規律と民間部門の事業意識とが求に、公的部門の規律と民間部門の事業意識とが求
められる（単純に「公」がダメで「民」がよい、という話められる（単純に「公」がダメで「民」がよい、という話
ではない。実装する制度・組織については検討が必ではない。実装する制度・組織については検討が必
要）。要）。
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スウェーデンにおける賃金格差スウェーデンにおける賃金格差

Source: William M. Mercer

183,039 138,283 303,600 210,797 403,879 280,486 Secretary

223,167 172,240 394,800 272,254 525,202 362,261 Executive Secretary

190,958 168,349 312,354 263,712 415,618 350,895 Senior Programmer

209,119 176,458 349,418 281,561 464,936 374,645 Network Engineer

222,279 188,043 376,272 306,404 500,668 407,701 Specialist User Support

227,835 189,995 387,613 310,387 515,758 413,001 System Analyst

215,876 183,284 363,206 296,491 483,282 394,511 Technical Engineer

254,554 210,203 448,123 351,629 596,272 467,878 Finance Manager

277,972 225,542 501,345 382,932 667,090 509,529 Sales Manager

397,242 315,462 772,415 586,549 1,027,775 780,462 Director of Finance

435,509 338,437 859,386 638,765 1,143,499 849,941 Director of Sales/Marketing

608,800 452,693 1,253,228 898,437 1,667,545 1,195,460 Managing Director

HighLowHighLowHighLow

Total net salaryTotal gross salaryTotal cost
Position title

スウェーデン職種別賃金
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スウェーデン社スウェーデン社
会の所得格差会の所得格差

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1996 1997 1998 1999

第X分位

第IX分位

第VIII分位

第VII分位

第VI分位

第V分位

第IV分位

第IIＩ分位

第IＩ分位

第Ｉ分位

なし 10万未満 10～20万 20～30万 30～40万

40～50万

50万以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

個人勤労所得（税引後）の分布

15千未満 15～25千 25～35千 35～50千 50～75千 75千以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

スウェーデン

（2000）

アメリカ
（2000）
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日米瑞・教育基本統計日米瑞・教育基本統計

1,000,000 成人教育

15.0 20,000 300,000 高等教育

13.6 23,000 313,000 後期中等教育

13.3 74,000 984,000 
就学前教育・義
務教育

640億
SEK
（2002
年度）

9.1 79,000 721,000 乳幼児保育

予算Ａ／Ｂ
教員数
（Ｂ）

生徒・学生
数（Ａ）

スウェーデン
（2001）

7.4 31,002 230,502 各種学校

5.0 149,278 753,740 専修学校

18.2 170,218 3,101,132 
高等教育(専
任教員のみ
の場合）

9.1 341,804 3,101,132 高等教育

12.6 334,192 4,211,826 高等学校

14.9 285,333 4,243,762 中学校

18.0 417,521 7,500,317 小学校

30兆
3803億
円（97
年）

15.5 114,838 1,778,286 幼稚園

教育費
（学校教
育＋社
会教育）

Ａ／Ｂ
教 員 数
（Ｂ）

生 徒 ・ 学
生数（Ａ）

日本（99年
度）

2211億ド
ル（96-97
年度）

14.4 1,027,93014,791,224

学位授与高等
教育機関（2年
制・4年制、99-
2000学年）

NA13.5 376,5445,076,119
幼稚園・1-12学
年（私立、97-98
学年）

3260億ド
ル

16.8 2,746,15746,126,897
幼稚園・1-12学
年（公立、97-98
学年）

歳入Ａ／Ｂ
教 員 数
（Ｂ）

生徒・学生
数（Ａ）

アメリカ
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時代の変化に対応した高等教育時代の変化に対応した高等教育

アメリカにおける学士号専攻別授与数の経年変化
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変化への対応が十分とはいえない変化への対応が十分とはいえない
日本の高等教育日本の高等教育

専攻別学部生比率（2000年、スウェーデン、総数285000）

その他
2%

教育
6%芸術・スポーツ

科学
2%

医科歯科薬学
11%

技術（工学）
19% 自然科学

15%

法学・社会科学
31%

人文科学・神学
14%

大学学部専攻分野別在学者割合
（日本、2001年度、総数2487140）

芸術
3%
その他
3%

教育
5%

商船
0%

家政
2%

保健
6%

工学
18%

理学
4%

社会科学
39%

人文科学
17%

農学
3%
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大学院教育の大学院教育の
充実が必須充実が必須

大学院専攻分野別在学者割合、

（日本、2001年度）総数216322
その他
7%

芸術
2%教育

6%

商船
0%

家政
1%

保健
13%

農学
6%

工学
33%

理学
9%

人文科学

9%

社会科学
14%

学位授与高等教育機関97-98年度学士号分野別割合
総数：11484406

コミュニケーション
4%

教育
9%

学際領域
2%映像・演劇

4%

観光・公園・余暇
1%

心理学
6%

自然科学・数学
3%

家政学
1%

その他
5%

人文科学
3%

哲学・宗教
1%

工学関連
7%

農業関連
1%

生物学・生命科学
6%

コンピュータ・情報
科学
2%

医療・医学関連
7%

文学
5%

社会科学・歴史
11%

法学
0%

公共政策
2%

ビジネス
19%
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教育は「公共財」ではない？教育は「公共財」ではない？

国内総生産に対する公財産支出学校教育費の比率
「教育指標の国際比較｣(平成14年版）
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/index.htm
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OECDOECD諸国の中で低い教育への諸国の中で低い教育への
公的直接投資公的直接投資
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「内弁慶」で「内弁慶」で
済んだ日本済んだ日本
の高等教の高等教
育・研究育・研究
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親の高い「教育熱」に依存できた親の高い「教育熱」に依存できた
システムの崩壊システムの崩壊

親の「教育熱」に依存し、私的負担によって人を育親の「教育熱」に依存し、私的負担によって人を育
てるシステムはもはや限界てるシステムはもはや限界

高度成長期、経済規模全体の拡大は、企業数や高度成長期、経済規模全体の拡大は、企業数や
管理職ポストの拡大を意味。激しい競争があるが管理職ポストの拡大を意味。激しい競争があるが
ゆえに、「一億総中流意識」は、教育への投資、子ゆえに、「一億総中流意識」は、教育への投資、子
供の「頑張る」ことへのインセンティブとして機能供の「頑張る」ことへのインセンティブとして機能

だが、日本社会全体の飽和、リストラの圧力、少だが、日本社会全体の飽和、リストラの圧力、少
子高齢化の足音は、急速に「勉強すること」「頑張子高齢化の足音は、急速に「勉強すること」「頑張
る」ことへの求心力を失わせつつあるる」ことへの求心力を失わせつつある
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社会的サービスと情報ネットワーク社会的サービスと情報ネットワーク

教育をはじめ、医療、金融、エネルギー、公務教育をはじめ、医療、金融、エネルギー、公務
といったこれまで規制に守られ、生産性の向といったこれまで規制に守られ、生産性の向
上が不明確であるにも関わらず、安定的雇用上が不明確であるにも関わらず、安定的雇用
と相対的に高い賃金水準を享受してきた「内と相対的に高い賃金水準を享受してきた「内
弁慶」サービス産業をネットワークに解放弁慶」サービス産業をネットワークに解放

つまり、それぞれの組織、機関、就労者たちは、つまり、それぞれの組織、機関、就労者たちは、
インターネット上に自らの活動、履歴などを公インターネット上に自らの活動、履歴などを公
開することを義務付け、それを怠る、あるいは開することを義務付け、それを怠る、あるいは
不十分な場合には、厳しく罰する規定を整備不十分な場合には、厳しく罰する規定を整備
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「ケア」を「ソフトパワー」に「ケア」を「ソフトパワー」に

情報ネットワークが社会に普及し、情報が流通することは、情報ネットワークが社会に普及し、情報が流通することは、
「情報の透明性」「説明責任」を明確にできない企業、組織「情報の透明性」「説明責任」を明確にできない企業、組織
はネットワーク上での信頼とプレゼンスを獲得することがではネットワーク上での信頼とプレゼンスを獲得することがで
きないことを意味きないことを意味

医療機関、法律事務所、専門知識職、学校、教員、研究者、医療機関、法律事務所、専門知識職、学校、教員、研究者、
研究機関、行政機関、金融機関など、ほとんどのサービス研究機関、行政機関、金融機関など、ほとんどのサービス
産業は、自らの活動とサービス内容をネット上に開示するこ産業は、自らの活動とサービス内容をネット上に開示するこ
とが半ば必然となることにより、これまで逃れてきた競争にとが半ば必然となることにより、これまで逃れてきた競争に
自らを委ねることが不可避となる自らを委ねることが不可避となる

質の高いハイエンド「社会的サービス」産業の創出により、質の高いハイエンド「社会的サービス」産業の創出により、
世界的なプレゼンスを獲得する（「ソフト・パワー」の源泉を世界的なプレゼンスを獲得する（「ソフト・パワー」の源泉を
「ケア」を軸にした社会的サービスに求める）「ケア」を軸にした社会的サービスに求める）


